
令和６年度 組織機構について 

 磐田市では、「第２次磐田市総合計画・後期基本計画」に掲げる重要施策の推進と市

政を取り巻く諸課題の解決を図るため、毎年度、必要に応じて組織体制の見直しを実施

しています。 

 「子どもたちの安心」 

  ・「こども若者家庭センター」を新設 

   全てのこども・若者、妊産婦、子育て世帯等に対する包括的な支援を行うための相談体

制を整え、母子保健と児童福祉の双方が一体となった妊娠期から子育て期にわたる切れ目

ない支援に取り組みます。 

  ・教育部に「学校づくり整備課」を新設 

   新規の一体校整備だけでなく、将来的な学校施設整備に係る計画や既存施設の維持管理・

有効活用を推進していくため、「学校づくり整備課」を新設します。 

 「暮らしと健康の安心」 

  ・福祉課と高齢者支援課の２課を「福祉政策課」、「福祉相談課」、「高齢者支援課」の３課

に再編 

   拡大・複雑化する福祉需要への対応や支援体制の充実を図るため、「政策」、「相談」、「介

護等」に業務を再編し、福祉施策をより円滑に推進できる体制を整備します。 

 「安心できる市役所づくり」 

  ・「財務担当部長」の配置（税務担当部長の職務拡大） 

   予算編成及びその執行管理、歳入の根幹である税務を一体的に推進し、より効率的な財

政運営を目指します。 

  ・市税課を「市民税課」と「資産税課」に分割 

   市税課を２課に分割し、規模の適正化を図るとともに、相続登記の義務化や所有者不明

土地等に対応する体制を強化します。 

  ・職員課に「人材戦略室」を新設 

   人材の確保、育成をより一層推進するため、職員課に「人材戦略室」を新設します。 

令和５年度  １２部 ５２課 ９課内室 １３４グループ 

令和６年度  １２部 ５６課 ７課内室 １３９グループ 

＊ ４課・５グループ増 ２室減 
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［見直し部分のみ表示］

課 室 グループ 課 室 グループ
人事研修Ｇ 人事Ｇ
給与厚生Ｇ 給与厚生Ｇ

人材戦略室
財 政 課 財政Ｇ 財 政 課 財政Ｇ

市民税Ｇ 市民税Ｇ
諸税管理Ｇ 諸税管理Ｇ
土地Ｇ 土地Ｇ
家屋Ｇ 家屋Ｇ
収納管理Ｇ 収納管理Ｇ
収納Ｇ 収納Ｇ
債権回収対策Ｇ 債権回収対策Ｇ
地域づくり推進Ｇ 地域づくり推進Ｇ
交通政策G 交通政策G
施設管理G 交流センターG

ダイバーシティ推進室 ダイバーシティ推進室
文化振興Ｇ 文化振興Ｇ

なぎの木会館Ｇ
総務Ｇ
障害福祉Ｇ
生活相談Ｇ
地域包括ケア推進Ｇ
事業給付Ｇ
介護保険Ｇ

福祉総務Ｇ
地域包括ケア推進Ｇ
生活相談Ｇ
生活保護Ｇ
障がい福祉Ｇ
事業給付Ｇ
介護保険Ｇ

健康支援Ｇ 健康支援Ｇ
地域保健G 地域保健G

新型コロナウイルスワクチン対応室

こども政策G
総務・給付Ｇ 給付Ｇ
子育てサポートＧ
発達相談Ｇ 発達相談Ｇ

こども・若者相談センター

ひと・ほんの庭 にこっと ひと・ほんの庭 にこっと
子育てサポートG
相談G

37 5 81 40 4 85

総務Ｇ 教育総務課 総務企画Ｇ
施設管理Ｇ 学校施設Ｇ

学府一体校推進室 学府一体校Ｇ
6 1 12 7 0 13

52 9 134 56 7 139

部局名 部局名
令和６年度 組織機構令和５年度 組織機構

 ※ 危機管理課、会計課、監査委員事務局を含まず。  ※ 危機管理課、会計課、監査委員事務局を含まず。
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